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岡 山 県 建 設 工 事 等 公 表 事 務 取 扱 要 領                           （改正後） 

 

平成13年３月30日岡山県告示第195号 

一部改正 平成14年５月31日岡山県告示第338号 

一部改正 平成19年５月25日岡山県告示第297号 

一部改正 平成20年３月14日岡山県告示第136号 

一部改正 平成21年３月24日岡山県告示第187号 

一部改正 平成26年３月18日岡山県告示第133号 

一部改正 平成28年６月７日岡山県告示第346号 

一部改正 令和４年５月13日岡山県告示第237号 

一部改正 令和７年６月24日岡山県告示第318号 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、県が発注する建設工事（建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第

２条第１項に規定する建設工事のうち、公共の安全と秩序の維持に密接に関連する建

設工事であって県の行為を秘密にする必要があるものを除いたものをいう。以下同

じ。）並びに測量業務及び建設コンサルタント業務（岡山県測量及び建設コンサルタ

ント業務委託契約入札参加資格審査要領（昭和 56 年岡山県告示第 620 号）第１条に

規定する測量業務及び建設コンサルタント業務をいう。）（以下「建設工事等」と総

称する。）に係る発注の見通しに関する事項の公表並びに入札及び契約の過程並びに

契約の内容に関する事項の公表に関し必要な事項を定めるものとする。 

（発注見通しの公表） 

第２条 知事又はその委任を受けて契約の締結について権限を有する者（以下「契約担

当者」という。）は、毎年度、翌年度の予算が成立した日（４月１日において当該年

度の予算が成立していない場合にあっては、当該年度の予算が成立した日）以後遅滞

なく、翌年度（４月１日において当該年度の予算が成立していない場合にあっては、

当該年度）に発注することが見込まれる建設工事（予定価格が４００万円を超えない

と見込まれるものを除く。次項において同じ。）に係る次に掲げるものの見通しに関

する事項を公表しなければならない。 

一 建設工事の名称、場所、期間、種別及び概要 

二 入札及び契約の方法 

三 入札を行う時期（随意契約を行う場合にあっては、契約を締結する時期） 

２ 契約担当者は、補正予算の成立により、当該補正予算に係る年度に発注することが

見込まれる建設工事が新たに生じたときは、当該新たに生じた建設工事に係る前項各

号に掲げる事項を公表しなければならない。 
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３ 契約担当者は、少なくとも毎年度３回、７月１日、10 月１日及び１月４日を目途

として､前２項の規定により公表した事項(この項の規定により公表した事項を含む。）

を見直し、当該事項に変更がある場合には、変更後の当該事項を公表しなければなら

ない。 

（入札参加資格等の公表） 

第３条 契約担当者は、知事が建設工事に関する次に掲げる事項を定め、又は作成した

ときは、遅滞なく、当該事項を公表しなければならない。これを変更したときも、同

様とする。 

一 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号。以下「自治令」という。)第 167 条の

５第１項に規定する一般競争入札に参加する者に必要な資格及び当該資格を有する

者の名簿 

二 自治令第 167 条の 11 第２項に規定する指名競争入札に参加する者に必要な資格

及び当該資格を有する者の名簿 

三 指名競争入札に参加する者を指名する場合の基準 

（入札及び契約の内容の公表） 

第４条 契約担当者は、建設工事等に関する次に掲げる事項について、当該建設工事等

ごとに、契約の締結後遅滞なく（第１号に掲げる事項にあっては一般競争入札に参加

する者に必要な資格を更に定めた後遅滞なく、第２号、第４号から第６号まで及び第

９号に掲げる事項あっては入札の日の翌日（入札の日の翌日が岡山県の休日を定める

条例（平成元年岡山県条例第２号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「休日」

という。）に当たるときは、当該翌日後においてその日に最も近い休日でない日）に、

第３号、第７号、第８号及び第 10 号に掲げる事項にあっては落札者を決定した日の

翌日（落札者を決定した日の翌日が休日に当たるときは､当該翌日後においてその日

に最も近い休日でない日）に、）これを公表しなければならない。 

一 自治令第 167 条の５の２の規定により一般競争入札に参加する者に必要な資格を

更に定め、その資格を有する者により当該入札を行わせる場合における当該資格  

二 一般競争入札を行った場合における当該入札に参加しようとした者の商号又は名

称（法人にあっては、商号又は名称及び代表者の氏名。以下同じ。）並びにこれら

の者のうち当該入札に参加させなかった者の商号又は名称及びその者を参加させな

かった理由 

三 一般競争入札を行った場合における入札参加資格がないと認めた者の商号又は名

称及びその理由 

四 指名競争入札を行った場合における指名した者の商号又は名称 

五 指名競争入札を行った場合における指名した者を指名した理由（建設工事（予定

価格が４００万円を超えないものを除く。）に係るものに限る。） 

六 入札者の商号又は名称及び入札金額 
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七 落札者の商号又は名称及び落札金額 

八 自治令第 167 条の 10 第１項（自治令第 167 条の 13 において準用する場合を含

む。）の規定により最低の価格をもって申込みをした者を落札者とせず、他の者の

うち最低の価格をもって申込みをした者を落札者とした場合におけるその者を落札

者とした理由 

九 自治令第 167 条の 10 第２項（自治令第 167 条の 13 において準用する場合を含

む。）の規定により最低制限価格を設け最低の価格をもって申込みをした者を落札

者とせず、最低制限価格以上の価格をもって申込みをした者のうち最低の価格をも

って申込みをした者を落札者とした場合における最低制限価格未満の価格をもって

申込みをした者の商号又は名称 

十 自治令第 167 条の 10 の２第１項又は第２項の規定により落札者を決定する一般

競争入札（以下この号において「総合評価一般競争入札」という。）を行った場合

における次に掲げる事項（建設工事（予定価格が４００万円を超えないものを除く。

以下この条において同じ。）に係るものに限る。） 

イ 総合評価一般競争入札を行った理由 

ロ 自治令第 167 条の 10 の２第１項の規定により価格その他の条件が県にとって

最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とした場合におけるその者を落

札者とした理由 

ハ 自治令第 167 条の 10 の２第２項の規定により落札者となるべき者を落札者と

せず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち、価格

その他の条件が県にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とし

た場合におけるその者を落札者とした理由 

十一 次に掲げる契約の内容（建設工事に係るものに限る。） 

イ 契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ロ 建設工事の名称、場所、種別及び概要 

ハ 工事着手の時期及び工事完成の時期 

ニ 契約金額 

十二 随意契約を行った場合における契約の相手方を選定した理由（建設工事に係る

ものに限る。） 

２ 契約担当者は、建設工事について契約金額の変更を伴う契約の変更をしたときは、

遅滞なく、変更後の契約に係る前項第１１号ロからニまでに掲げる事項及び変更の理

由を公表しなければならない。 

（予定価格等の公表） 

第５条 契約担当者は、建設工事等を一般競争入札又は指名競争入札に付した場合にお

いては、落札者を決定した日の翌日（落札者を決定した日の翌日が休日に当たるとき

は、当該翌日後においてその日に最も近い休日でない日。次項において同じ。）にそ
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の予定価格を公表するものとする。 

２ 契約担当者は、最低制限価格を設定した入札にあっては最低制限価格、調査基準価

格を設定した入札にあっては調査基準価格、失格基準価格を設定した入札にあっては

失格基準価格を、落札者を決定した日の翌日に公表するものとする。 

（公表の方法等） 

第６条 第２条から前条までの規定による公表は、契約担当者が、その所掌する建設工

事等について、閲覧所を設け、知事が別に定める書面を閲覧に供することにより行う

ものとする。 

２ 契約担当者は、前項の規定によるほか、可能な範囲においてインターネットを利用

して閲覧に供することにより、公表を行うものとする。 

３ 契約担当者は、第１項の規定による閲覧所の設置及び前項の規定によるインターネ

ットの利用を、他の契約担当者と共同して行うことができる。 

４ 前３項に定めるもののほか、知事は、一般競争入札（地方公共団体の物品等又は特

定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第 372 号）の規定が適用される

調達契約に係るものに限る。）に係る前条第１項の予定価格及び同条第２項の最低制

限価格、調査基準価格又は失格基準価格を、岡山県物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規則（平成７年岡山県規則第 64 号）第 14 条の規定による公示に併せて

岡山県公報により公示するものとする。 

（閲覧に供する期間） 

第７条 第２条の規定による公表に係る事項を閲覧に供する期間は、公表した日の属す

る年度の３月 31 日までとする。 

２ 第３条、第４条及び第５条の規定による公表に係る事項を閲覧に供する期間は、閲

覧所における公表にあっては公表した日の属する年度の翌年度の３月 31 日までとし、

インターネットの利用による公表にあっては公表した日（第４条第１項第１号から第

10 号までに掲げる事項については、契約を締結した日）の翌日から起算して１年を

経過する日までとする。 

（閲覧時間等） 

第８条 閲覧所における閲覧時間は、前条に定める期間中毎日（休日を除く。）、午前

９時から午後４時 30 分まで（正午から午後１時までを除く。）とする。 

（閲覧の禁止等） 

第９条 契約担当者は、閲覧所においては、次の各号のいずれかに該当する者に対して、

閲覧文書の閲覧を停止し、又は禁止することができる。 

一 閲覧文書を汚損し、若しくは破損した者又はそのおそれがある者 

二 他の閲覧者に迷惑を及ぼした者又はそのおそれがある者 

三 この要領に違反した者又は係員の指示に従わない者 

（その他） 
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第１０条 この要領に定めるもののほか、公表に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則（平成 13 年３月 30 日岡山県告示第 195 号） 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 13 年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第３条から第５条までの規定は、平成 13 年４月１日前に入札又は随意契約の手続

に着手していた場合における当該入札及びこれに係る契約又は当該随意契約について

は、適用しない。 

３ 平成 13 年岡山県公告第 169 号による廃止前の岡山県建設工事等競争入札公表事務

取扱要領（平成６年岡山県公告第 165 号）に定める様式による用紙は、当分の間、所

要の調整をして、様式第２号の用紙として使用することができる。 

４ 様式第３号は、当分の間、これと同じ内容を有する別の様式によることができる。  

附 則（平成 14 年５月 31 日岡山県告示第 338 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 14 年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の６

第１項の規定による公告を行った一般競争入札又は同令第 167 条の 12 第２項の規定

による通知を行った指名競争入札に係る建設工事については、なお従前の例による。  

３ この告示による改正前の岡山県建設工事等公表事務取扱要領に定める様式による用

紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則(平成 19 年５月 25 日岡山県告示第 297 号) 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 19 年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の６

第１項の規定による公告を行った一般競争入札又は同令第 167 条の 12 第２項の規定

による通知を行った指名競争入札に係る建設工事については、なお従前の例による。  

附 則（平成 20 年３月 14 日岡山県告示第 136 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 20 年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の６

第１項の規定による公告を行った一般競争入札及び同令第 167 条の 12 第２項の規定

による通知を行った指名競争入札に係る建設工事については、なお従前の例による。  
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附 則（平成 21 年３月 24 日岡山県告示第 187 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 21 年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の６

第１項の規定による公告を行った一般競争入札及び同令第 167 条の 12 第２項の規定

による通知を行った指名競争入札に係る建設工事並びに測量業務及び建設コンサルタ

ント業務については、なお従前の例による。 

附 則（平成 26 年３月 18 日岡山県告示第 133 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 26 年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の６

第１項の規定による公告を行った一般競争入札及び同令第 167 条の 12 第２項の規定

による通知を行った指名競争入札に係る建設工事並びに測量業務及び建設コンサルタ

ント業務については、なお従前の例による。 

３ この告示による改正前の岡山県建設工事等公表事務取扱要領に定める様式による用

紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（平成 28 年６月７日岡山県告示第 346 号） 

 この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年５月１３日岡山県告示第 237 号） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の６

第１項の規定による公告を行った一般競争入札及び同令第 167 条の 12 第２項の規定

による通知を行った指名競争入札に係る建設工事並びに測量業務及び建設コンサルタ

ント業務については、なお従前の例による。 

附 則（令和７年６月２４日岡山県告示第 318 号） 

 この告示は、令和７年７月１日から施行する。 

 


